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は じ め に 

 

日本経済は、輸出増加に伴う企業収益の改善により設備投資が増加して 

いることに加え、雇用・所得環境の持ち直しから消費が底堅い動きを示して

おり、緩やかながらも回復基調で推移しています。 

今後は、財政再建に向けた国民負担の増加による下押し懸念があるものの、

企業体力の回復を背景とした生産の拡大や競争力強化に向けた設備投資が

見込まれることから、企業を中心に緩やかな回復基調を続けるものと予想さ

れます。 

 

電力需要については、省エネルギー対策の進展により、従来のような堅調

な伸びは見込めないものの、経済の緩やかな回復を受けた産業活動の増加や

オール電化住宅の普及などにより、安定的に増加するものと予想されます。 

 

一方、電気事業においては、電力小売り自由化開始から５年が経過し、  

業種や業態の垣根を越えた様々な企業の市場参入により、競争が本格化して

います。 

本年４月からは、高圧全数のお客さまに「自由化範囲」が拡大されるとと

もに、「日本卸電力取引所」と「電力系統利用協議会」の運用開始、    

「託送制度」の見直しなど、競争のさらなる促進に向けた仕組みがいよいよ

スタートします。 

 

このような状況の下、当社は、電源・流通設備の適切な形成とさらなる  

効率化・合理化の推進により、低廉かつ安定的な電力の供給を実現し、競争

を勝ち抜く「強い企業」を目指します。 

また、地域社会とともに歩む当社は、お客さまにご安心いただくための 

設備形成や設備信頼度の一層の向上に努めるとともに、地球温暖化防止対策

をはじめとした環境保全への取り組みなど、企業の社会的責任を積極的に果た

してまいります。 

 

以上を踏まえ、平成１７年度の電力供給計画は、次の３点を重点項目として

策定しました。 
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１ 安定供給の確保 

○ 安定供給と経済性とのバランスに留意した、電源・流通設備の着実  

かつ合理的な形成 

○ お客さまニーズにお応えしていくための設備運用技術の一層の向上 

○ 最新知見を取り入れた浜岡原子力発電所の耐震裕度向上工事の実施 

○ 新規原子力の立地推進 

○ 電源の広域開発など広域運営の推進 

 

２ 競争を勝ち抜くためのさらなる効率化の推進 

○ 企業体質強化を重視した設備形成 

○ 建設、資機材・燃料調達、運用の全てにわたる徹底したコストダウン 

○ 負荷率改善に資する契約メニューの推奨や機器・システムの普及促進 

 

３ 地球環境保全への積極的な取り組み 

○ 資源の有効活用に資する原子力・水力・新エネルギー等の推進、高効率

火力の導入、およびこれらの高稼動運用 

○ ＣＯ２をはじめとする温室効果ガスの積極的な削減、および廃棄物発生量

の低減と再資源化の推進 

○ 地球環境保全のための研究の推進 
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１ 販 売 計 画  

販売計画は、第１０６回日本電力調査委員会の見通しなどをもとに、 

策定しました。 

（１） 販 売 電 力 量 

非自由化部門は家庭用需要が主体であり、機器効率の改善など省エネル

ギー対策の進展はあるものの、住環境の充実志向を背景とした家電機器の

普及増などにより、安定した伸びが見込まれます。 

また、自由化部門である特定規模需要のうち、業務用需要は、高齢化  

社会に向けた医療・福祉施設の充実やライフスタイルの変化に対応した 

商業活動の拡大などから堅調な伸びが見込まれます。 

一方、産業用需要は、ＩＴ関連市場の拡大や製品の高付加価値化による

生産活動の下支えはあるものの、省エネルギー対策の強化や加工型産業 

比率の上昇などにより、今後は低位な伸びが見込まれます。 

以上から、販売電力量は、２６年度で１,３７７億ｋＷｈと計画し、  

１５年度から２６年度に至る年平均伸び率は１.１％（気温閏補正後）  

としました。 

 

（２） 最 大 電 力 

最大電力は、家庭用や業務用を中心とした冷房需要の増加などが   

見込まれるものの、産業用を中心とした生産設備の合理化の進展や   

省エネルギー対策の強化などを見込み、２６年度で２,８２８万ｋＷと 

計画し、１５年度から２６年度に至る年平均伸び率は１.０％（気温補正後）

としました。 

第１表 販  売  計  画  

（単位：億ｋＷｈ、万ｋＷ、％） 

   年度 

 

 項目   

１５ 
 

実績 
 

１６ 

推定 

実績 

１７ １８ １９ ２０ ２１ ２６ 

２６／１５

年平均 

伸び率 

販  売 

電力量 

1,222 

(1,222) 

1,263 

(1,249) 

1,238 

 

1,241

 

1,258

 

1,275

 

1,291 

 

1,377 

 

1.1 

(1.1) 

最  大 

電  力 

《送電端》 

2,485 

2,490※1 

(2,533) 

<2,565> 

2,443 

2,545※2 

(2,545※2) 

<2,624> 

 

2,536 

 

<2,614>

2,554

 

2,590

 

2,623

 

2,656 

 

2,828 

 

1.2 

(1.0) 

注）・（ ）内は気温補正後を示す。ただし、１５年度の販売電力量は、気温閏補正後を示す。 

  ・＜ ＞ 内は発電端を示す。 

  ・※1 は、９月の最大電力、※２は、７月の最大電力を示す。 
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２ 電 源 設 備 計 画  

供給力の安定確保と地球環境保全の両立の方針のもと、電源開発の着実

な推進を図ります。 

（１） 火 力 

ア ＬＮＧ 

 環境保全への配慮と競争力の向上を両立するため、クリーンエネルギ

ーであるＬＮＧを燃料とした高効率コンバインドサイクル発電方式の 

発電所を開発します。 

 

○ 新名古屋火力 

８号系列（１４５.８万ｋＷ） ………２０年 ４月使用開始 

○ 上越火力 

１号系列（１１８万ｋＷ）  ………２４年  ７月使用開始 

２号系列（１１８万ｋＷ） ………２９年度   使用開始 

 

イ 石 油 

石油依存度の軽減化に配慮しつつ、ピーク供給力として開発します。 

 

○ 武豊火力 

５号（１００万ｋＷ）     ………２７年度以降使用開始 

 

（２） 水 力 

ア 揚 水 

 負荷変化への優れた追従性、電力の貯蔵機能を活用し、ピーク供給力

として開発します。 

 

○ 川
か

浦
おれ

水力（１３０万ｋＷ）    ………３３年度以降使用開始 
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（３） 他社受電 

   関係各社と協調して、電源の開発を推進し、電源設備の合理的な形成

と効率的運用を行います。 

ア 原子力 

○ 敦賀原子力 

日本原子力発電㈱が開発する敦賀原子力３・４号機（３０７.６万ｋＷ)

の発生電力を、北陸電力・関西電力と３社で共同受電します。 

 

○ 大間原子力 

電源開発（株）が開発する大間原子力発電（１３８．３万ｋＷ）の発生

電力を電力９社で共同受電します。 

 

イ 一般水力 

○ 徳山 

純国産エネルギーの有効活用ならびに環境負荷低減のため、電源開発（株）

が開発する徳山水力発電（１５．３万ｋＷ）の発生電力を受電します。 
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第２表 主要電源設備計画  
   （単位：万ｋＷ） 

年度 

 

種別 

17 18～21 22～26 27 年度以降 

原子力     

火 力 
神島 1,4 号 

▲0.032 

(17/4,7) 

新名古屋８号系列

145.8 

（20/4～10） 

上越１号系列 

118 

（24/7～12） 

上越２号系列 

118 
 

 

武豊５号 

100 

自 

 

 

 

 

 

社 

水 力  

 １地点 

0.021 

(21 年度） 

１地点 

0.036 

(22 年度） 

 

川浦 

130 

原子力   

 

 

大間 

20.4/138.3 

(24/3) 
 

 

敦賀３号 

61.52/153.8 

(26/3)  
 

敦賀４号 

61.52/153.8 

(27/3) 
 

 

他 

 

 

社 

 

 

受 

 

 

電 

水 力  

川上 

0.12 

(19 年度以降) 

徳山 

15.3 

(26 年度） 

 

▲0.032 145.941 276.776 

合 計 
17～26 年度合計 422.717 

        ▲0.032 

348 

注）▲は、廃止による減少分を示す。 
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第３表 電源開発着工計画 
 

電源 

種別 
地点名 出力（万ｋＷ） 着  工 使用開始 

上  越 

１号系列 
１１８ １９年 ３月 ２４年７～１２月 

上  越 

２号系列 
１１８ ２５年度 ２９年度 

新名古屋 

８号系列 
１４５.８ １７年 ７月 ２０年４～１０月 

火 力 

武豊５号 １００ １１年 ７月 ２７年度以降 

水 力 川 浦
か    お れ

 １３０  ９年１２月 ３３年度以降 

合 計 ６１１.８ － － 

注）着工欄は、電気事業法に規定する工事計画の認可または届出の年月を示す。 

 

 

（４） 新エネルギー 

新エネルギーの普及は、未利用エネルギーの有効活用や地球温暖化問題

への対応から、経済性や供給安定性の確保に対する課題を克服しつつ促進

していくことが必要です。 

既に当社では、技術的に実用段階に達している太陽光発電や風力発電を

事業場へ設置しています。 

また、燃料電池の実用化に向けた研究開発なども進めています。 

 

○愛・地球博における固体酸化物形燃料電池（ＳＯＦＣ）コージェネレ

ーションシステムの実証研究 

○新名古屋火力発電所におけるバイオマスガスを使った溶融炭酸塩形 

燃料電池（ＭＣＦＣ）発電システムの実証研究 
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さらに、事業用風力発電の開発・導入に向け、愛知県知多半島をはじめ

とする複数の地点において開発可能性調査を実施しています。 

 

第４表 当社の新エネルギー発電設備の設置状況 

（１６年度末 推定実績） 

               （単位：件、ｋＷ） 

 事業場数 設備量 

太陽光発電 ５０ ５７５ 

風 力 発 電       ３ ２６７ 

燃料電池発電  ２ ２００ 

 

 

一方、田原臨海風力発電所（２２，０００ｋＷ）をはじめ、お客さまが

新エネルギーで発電された電力につきましては、余剰電力を積極的に購入

し、新エネルギーの普及を支援しています。 

 

第５表 お客さまからの新エネルギー余剰電力購入実績 

（１６年度 推定実績） 

             （単位：件、万ｋＷｈ） 

 購入契約件数 購入電力量 

太陽光発電 ３８，０００ ６，７００ 

風 力 発 電       １６ ６，０００ 

廃棄物発電  ３０ ２４，３００ 

 

 

また、１５年４月から施行された「電気事業者による新エネルギー等の利用

に関する特別措置法※」（ＲＰＳ法）に基づき、新エネルギー等の利用

目標の達成に向けて努力していきます。 

 

 

※「電気事業者による新エネルギー等の利用に関する特別措置法」 
  （ＲＰＳ：Renewables Portfolio Standard）  

   電気事業者に対して、一定量以上の新エネルギーなどを利用して得られる

電気の利用を義務づけるもの。 

○対象エネルギー 

    ・風力 ・太陽光 ・バイオマス ・地熱 

    ・水力（水路式で出力１，０００ｋＷ以下のもの） 
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３ 電力需給と電源構成  

（１） 電力需給 

 販売計画および電源設備計画に基づく８月の最大電力需給計画は、  

第６表のとおりです。新名古屋火力８号系列の増設や上越火力の新設などに  

より、供給力の安定確保を図ります。 

           第６表 最大電力需給計画（送電端）  （単位：万ｋＷ、％） 

      年度 

項目    

１６ 
(実績) 

１７ １８ １９ ２０ ２１ ２６ 

最 大 電 力 

2,443 

2,545※ 
(2,545※)

2,536 2,554 2,590 2,623 2,656 2,828 

供 給 力 2,847 2,854 2,878 2,843 2,897 2,923 3,103 

供給予備力 404 318 324 253 274 267 275 

同 上 率 
16.6 

11.2※ 
 12.5  12.7   9.8  10.4  10.0   9.7 

 注）・最大電力欄の（ ）内は気温補正後の値を示す。 

   ・※１６年度は、７月に最大電力を記録。 

（２） 電源構成  

 電源構成は、供給の安定性、経済性、環境負荷特性、技術的な運転特性

などを総合的に勘案し、各電源を極力バランスよく組み合わせるよう開発

を進めます。電源設備構成および発電電力量構成は、第１図のとおりと 

なります。 

第１図 電  源  構  成  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

（３） 負荷率改善  

  当社は、季節や時間帯による電力需給の格差を縮小し、設備を効率的に

利用できるよう、負荷率改善に資するメニューの推奨や機器・システムの

普及促進に努めています。 

0 

1,000 

2,000 

3,000 

4,000 

１６年度 １７年度 ２１年度 ２６年度

0 

500 

1,000 

1,500 

１６年度 １７年度 ２１年度 ２６年度

電源設備構成 

原子力

石 炭

ＬＮＧ

石油等

水 力

(万 kW) 

19％ 19％ 
19％ 

18％

16％ 

37％ 

13％ 

15％ 

16％ 

37％ 

13％ 

15％ 

15％ 

39％ 

12％ 

15％ 

14％

40％

11％

17％

発電電力量構成 

原子力

石 炭

ＬＮＧ

石油等

水 力

(億 kWh) 

11％

5％ 

43％

23％

18％

10％

4％ 

39％

24％

23％

10％ 

3％ 

37％ 

21％ 

29％ 

3％ 

9％ 

37％

21％

30％
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４ 流 通 設 備 計 画  

流通設備については、安定供給、経済性および環境保全などに   

配慮し、新技術導入や設計合理化等による一層のコストダウンに努め

つつ、効率的な形成を行います。 

 

電力需要増加への対応ならびに電源の安定送電を図るため、系統を  

拡充します。 

○ ２７万Ｖ碧南（変）変圧器増設 

………１７年 ６月使用開始 

○ ２７万Ｖ幸田新三河線   ………１８年 ６月使用開始 

○ ２７万Ｖ西尾張（変）変圧器増設 

………１８年 ６月使用開始 

○ ２７万Ｖ東清水変電所 

  ２７万Ｖ駿河東清水線 

………１９年 ６月使用開始 

○ ２７万Ｖ亀山変電所 

  ２７万Ｖ中勢西名古屋線亀山（変）π引込 

………１９年 ６月使用開始 

○ ２７万Ｖ上越火力線    ………２３年 ６月使用開始 

○ ５０万Ｖ静岡変電所 

  ２７万Ｖ静岡東分岐線 

  ２７万Ｖ静岡西分岐線 

………２６年 ６月使用開始 

 

効率的な広域運用を図るため、５０Ｈｚ系統との連系系統を

拡充します。 

○ 東清水（変）ＦＣ       ………１９年 ９月使用開始 

    （１８年 ３月一部使用）



               －１１－ 

５ 地球環境保全への取り組み 

中電グループ全体として、地球環境の保全に向けた「自律と連携」の精

神に基づく環境理念と環境ビジョンからなる「中部電力グループ環境宣

言」を共有化するとともに、当社の具体的な目標として「アクションプラ

ン」を定め、達成に向けて積極的に取り組んでまいります。 

（１）アクションプラン 

○ 資源の有効活用 
行動目標 長期目標および具体的取り組み 

再生可能エネルギーの

実用化と開発の推進 

◇2010 年までに利用量を 2002 年度比の 4 倍に拡大 

・自社風力地点の開発に向けて可能性調査を実施中 

エネルギーの 

効率的な利用 

◇安全性確保を前提に原子力発電の最大利用（設備利用率85%）

◇火力発電所の熱効率向上（41.9%以上：全国トップクラス）

・高効率ＬＮＧ火力機の開発に着手 

◇送配電損失率の維持（5%以下） 

○ 環境への負荷低減 

行動目標 長期目標および具体的取り組み 

ＣＯ２をはじめとする 

温室効果ガスの削減 

◇CO２排出量の削減：2010 年までに原単位 20%削減（1990 年度比）

◇SF６ガスの高回収率維持：撤去時 99%以上、点検時 97%以上 

循環型社会を目指し 

ゼロエミッションに挑戦 

◇廃棄物の社外埋立処分量の削減 

・廃棄物の削減、再利用、再生利用の３Ｒ活動の推進 

発電所の環境保全対策

の推進 
◇SOX、NOX排出量の削減：世界最高水準を維持 

化学物質管理の徹底 

◇PCB 含有機器の着実な処理の推進 

・低濃度 PCB 絶縁油の無害化処理を実施中 

・柱上変圧器の容器・部材の処理施設を建設中 

自然との共生に配慮 

した活動の展開 

◇事業関連エリアでの自然保全活動の展開 

・内ヶ谷山林を中心に森を守る活動を推進 

◇植樹活動の推進（毎年 16,000 本の苗木を社外へ配布） 

○ 環境管理レベルの向上 

行動目標 長期目標および具体的取り組み 

環境管理の徹底 
◇環境マネジメントシステム導入やグリーン調達の推進など   

中電グループ一体となった環境管理活動の展開 

環境配慮行動ができる 

人材の育成 

◇地域社会で積極的に環境活動ができるリーダー「環境案内

人」の育成 

◇森林ボランティア活動システムの構築 



               －１２－ 

○ コミュニケーションと連携 

行動目標 長期目標および具体的取り組み 

双方向コミュニケーション

の強化 

◇社会と共に歩むための信頼の絆を構築 

・グループ企業も含めた積極的な情報公開の推進 

・「ステークホルダーミーティング」や事業参観ツアーなど 

による開かれた双方向コミュニケーションの強化 

地域や世界との連携 

◇地域と共にエコな街づくり 

・ ＮＰＯ等との協働による森林保全活動の実施、

エコタウン事業などへの協力 

◇地球規模での環境保全活動を実施 

・中電グループが保有する技術を基に開発途上国への

ＣＯ２排出削減技術支援など国際協力の推進 

 

また、平成６年度から当社の環境への取り組み状況などを取りまとめた

「地球環境年報」を毎年作成し積極的に公表するとともに、ホームページ

においても環境保全への取り組みを開示しています。 

 
（２）ＣＯ２排出削減への取り組み 

一次エネルギーを大量に消費する電気事業者として、地球温暖化防止へ

の取り組みは重要な経営課題のひとつです。電力安定供給との両立を図り

ながら、電力１ｋＷｈ当たりのＣＯ２排出量（ＣＯ２排出原単位）の低減を

積極的に進めていきます。 

具体的には、安全を前提とした原子力発電所の稼働率向上などの努力を

継続していくことに加えて、高効率ＬＮＧ火力機の開発による火力総合熱

効率の向上、京都メカニズムの活用などにより、ＣＯ２排出原単位目標

（2010 年までに原単位 20％削減[1990 年度比]）の達成を目指していき 

ます。 

○京都メカニズムの活用 

京都メカニズムの活用など海外におけるＣＯ２削減対策は、地球規模で

の温暖化防止対策に資するとともに、費用対効果の高い有効な手法である

と考えています。当社では、以下の事業に出資を行い、京都メカニズムを

通じて、海外の削減プロジェクトに対する協力を進めております。 

・世界銀行炭素基金（ＰＣＦ）への出資 

・日本温暖化ガス削減基金（ＪＧＲＦ）への出資 

・タイ国籾殻発電への事業参加 



電  力  系  統  の  概  要  （平成２６年度末） 

南福光連系所
 ＢＴＢ 

北陸 

長野 

奥美濃 

東京 

新信濃ＦＣ 高根第一 
小坂川 

馬瀬川第一 信濃 岐阜

北部 

愛知 
南信 

佐久間 FC 

奥矢作 

豊根 

東京 

FC
東京 

東清水 

浜岡原子力 

駿遠 

静岡 

東栄 

尾鷲三田火力 

伊勢 渥美火力 

新三河 

知多火力 

川越火力 

新名古屋 
火力 

碧南火力 
東部 

三重 
関西 

西部 

岐北 

佐久

南勢 

中勢 

新鈴鹿 

西名古屋 

西濃 関 

中濃 

犬山 

電源名古屋 

瀬戸 

北豊田 

三好 
東名古屋 

東浦 

西尾張 

東豊田 

幸田 
額田 

田原 

三河 

湖西 
遠江 
 

新佐倉 

安倍 

駿河 

川根 

新豊根 

中信 

北松本 

東信 

上越火力

梅森 

金山 

松ヶ枝 
名城 

南武平町 
下広井 

東海 
知多第二 
火力 

海部 

新北信

池原 清水 

 
     ５００ｋV送電線 

     ２７５ｋV送電線 

     １５４ｋV送電線 

     変電所 

     開閉所 

     水力発電所 

     火力・原子力発電所 

     他社送電線 

     他社変電所 

     他社発電所 

 
     17 年度に使用開始する設備 

 
     18～26 年度に使用開始する設備

凡  例 

亀山 

三岐幹線 

西部 
幹線 

愛岐幹線 

東部幹線 

越美幹線 

上越火力線  

信濃幹線 

南信幹線 豊根幹線 

東栄 
幹線 

新三河 
幹線 

幸田新三河線 

静岡幹線 

駿遠幹線 

第二浜岡幹線 

浜岡幹線

奥美濃岐北線 

三重東近江線 
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駿河東清水線
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設 備 投 資 額 

（単位：億円） 

年 度 

設備別 

１６ 

（推定実績） 
１７ １８ 

電   源 ３３１ ２７５ ６８９ 

流通その他 ９０８ １,１３２ １,０５４ 

電

気

事

業 
合   計 １,２３９ １,４０７ １,７４３ 

附 帯 事 業 ４１ １１０ １２６ 

総   合   計 １,２８０ １,５１７ １,８６９ 

 

参  考 




